
「障害者等の職場環境整備等支援組織(障がい者分野)」について
大阪府では、公契約における就職困難者の就労支援を進めることを目的に、障がい者等の継続雇用のため、事業主における環境整備を支援する「障害者等の職場環境整備等支援組織」（以下「支援組織」という。）を認定しています。

　本認定を受けた支援組織は、府の公契約において、障がい者等の特性や事情等に配慮した働きやすい職場環境の整備等を行うなど、障がい者と事業主との間に立ち、双方を支援します。
　知的障がい者等及び就職困難者(※)の新規または継続雇用にあたり、『支援組織（障がい者分野）の活用』をご提案いただく場合、支援組織の活用とは、次の（１）～（３）に示す職場定着などについて、事業主が支援組織に支援を求めることを指します。
· 対象となる就職困難者の要件は評価項目詳細シートをご確認ください。
なお、雇用に向けた調整は、最優先交渉権者（落札候補者）となった時点から始めなければなりません。

（１）職場のアセスメント

　雇用現場の確認（雇用環境や支援体制等）、職務分析、担当業務の切出し及び組立て

（２）ジョブマッチング（新規雇用の場合）

　採用スケジュール、雇用前実習の実施、受入環境の整備等

（３）定着支援

　職場に慣れるまでの間の支援、支援機関（送出し機関）との連携方策、一定期間経過後の支援、課題発生時の対応、支援員の配置等
「障害者等の職場環境整備等支援組織」（障がい分野）の詳細については、以下の大阪府ホームページを参照してください。

http://www.pref.osaka.lg.jp/keikakusuishin/syuuroushien/syokubakankyou.html
※令和２年７月現在、支援組織（障がい分野）については、以下の２機関を認定しています。

１．大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（愛称エル・チャレンジ）
【令和元年７月26日認定】
２．NPO法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク（JSN）

【令和２年７月31日認定】
⇒２機関の紹介は次ページへ


１．大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合
（愛称　エル・チャレンジ）【令和元年７月26日認定】

①　概要
○目　的　　清掃等の建物サービスを通じて、知的障がい等のある人たち対する就労訓練の実施や一般企業への就労支援システムづくりに取り組み、知的障がい者等の雇用の促進を図る。
○組合員
	組合員(構成員)名称
	所在地

	社会福祉法人 大阪手をつなぐ育成会
	大東市

	社会福祉法人 大阪市手をつなぐ育成会
	大阪市天王寺区

	株式会社 グッドウィルさかい
	堺市堺区

	株式会社 ナイス
	大阪市西成区

	社会福祉法人 精神障害者社会復帰促進協会
	大阪市中央区

	一般社団法人　エル・チャレンジ
	大阪市中央区


　　　　　　　

○設　立　　平成11年5月6日

②　障がい者就労にかかる主な業務内容
	区分
	概要等

	就労支援事業
	公的施設での清掃(※)等による就労訓練

	雇用促進事業
	職場開拓、マッチング等

	職場定着支援
	職場訪問・企業との連携による支援

	共同受注窓口
	企業との協働等による福祉施設の受発注促進

	雇用支援スタッフ養成講座
	ビルメンテナンス業界と連携し、障がい者を雇用する事業者の支援スタッフを養成

	互助型（共済型）システム
	勤労障がい者等を対象に、職場定着及び離転職や余暇の充実といったニーズに対応


※　日常清掃、定期清掃、ガラス・屋外清掃、除草その他、必要に応じての清掃業務等（但し、高所及び危険場所等の清掃については困難な場合もある）、小規模なものから大規模な清掃まで、十分な経験を有する。

③　大阪府における取組み
　　エル･チャレンジは、知的障がい者等の様々な支援に取り組んでいる社会福祉法人等６つの団体を組合員（構成員）として、知的障がい者等の雇用促進を図るため設立された中小企業等協同組合法による事業協同組合である。同組合では、知的障がい者等の雇用促進を図る一環として、組合員の行う建物サービス（清掃業）の共同受注等を行っている。
大阪府では、「行政の福祉化」の取組みの一環として、知的障がい者等の雇用を促進させるために、就労訓練から雇用の確保、そして定着指導までの一貫したプログラムによる就労支援システムの確立を図るエル・チャレンジに対し、訓練現場の提供を行うことにより、知的障がい者等の自立、就労機会の拡大を図ってきた。

令和元年度までの取組みの実績は、訓練生として延べ3,000名を超え、そのうち約900名が就職に繋がっている。

２．NPO法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク（JSN）
【令和２年７月31日認定】

①　概要
　○目　的　　就労意欲のある精神障がい者に対して、就労移行支援や就労定着支援を始めとした障がい福祉サービス事業を行うなど、精神障がい者の就労促進や自立に寄与する。
　○設　立　　平成19年５月21日
②　障がい者就労にかかる主な事業内容
	区分
	概要等

	就労移行支援・就労定着支援
	門真、茨木、新大阪、新大阪アネックス、東京において実施

	就労継続支援
	アクアクララ北大阪において実施

	計画相談事業
	門真事業所において実施

	ジョブコーチ支援
	ジョブコーチ派遣による定着支援

	企業支援事業（SysCo）
	障がい者雇用を検討する企業、すでに雇用している企業を対象とした支援

	SPIS事業
	精神障がい者の就労継続支援雇用管理サポートシステムを活用した支援

	リワーク支援
	復職に向けた、当事者及び企業向けの支援

	出前講座
	就労支援のための医療機関向け出前講座


③　大阪府における取組み
　NPO法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク（JSN）は、精神科診療所の医師を中心に設立され、主として精神障がい者の就労支援を実施し、これまで約500名の就労を達成、約７割が同じ職場で勤務している。
職場定着の取組みとしては、システム会社と共同で、精神障がい者の就労継続支援雇用管理サポートシステム（SPIS）を開発し活用するとともに、全国精神保健職親会の事務局を務め、中小企業家同友会に参加するなど、企業に対してのネットワーク構築と支援実績を持つ。
別添２
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